
























































2） 「不公正な取引方法」（昭和 57年公正取引委員会告示第 1号。改正平成 21年公正取引委
員会告示第 18号。以下、昭和 57年の当初の告示を「昭和 57年一般指定」と、平成 21年改
正後の告示を「現一般指定」という。）。その他、特定の分野を対象に不公正な取引方法が
指定（特殊指定）されているが、本稿では、一般指定を対象として検討を行っている。
3） 独占禁止法研究会報告書「不公正な取引方法に関する基本的考え方」（昭和 57年 7月 8
日）







































































































































































































































































































































































22） 神戸地裁は、平成 26年 1月 14日に、タクシー会社が、駅前に設置されたタクシー乗り
場に乗り入れようとした個人タクシーに対し、タクシーの前に立ちはだかったり、個人タ
クシーが客待ちの先頭にならないようにするなどの妨害行為を行ったことに対する独占禁
止法 24条に基づく差止請求等の訴訟事件（平成 23年ワ 3452号。判例集未登載）において、
当該行為に対し、独占禁止法19条（現一般指定14項）に違反する旨の判断を行っている。
本件については、泉水文雄「物理的妨害による取引妨害と差止請求—神鉄タクシー事











































































































































































































29） 白石忠志「第一興商審決について」（公正取引 703号平成 21年 5月）では、「競争手段の
不公正さ（不正手段）の議論を目くらまし的に用いて「自由な競争の侵害」（反競争性）
の議論を稀釈化するのは適切でない、ということであるに過ぎない。」とされている。

















































































































ュリスト 1492号平成 23年 9月）及び岸井大太郎「競争者との取引を行う者のリンク削除に






















































































35） 「日本食品による損害賠償請求上告事件」（最高裁平成元年 12月 14日（昭和 61年オ第
655号））
36） 根岸哲「一般指定 15項」の競争者に対する取引妨害の公正競争阻害性」（ジュリスト
1378号平成 21年 5月）では、一般指定 15項の公正競争阻害性が「競争手段の不公正さ」
と「競争の減殺」に求められてきたとの評価に関連して、「「競争手段の不公正さ」と「競
争の減殺」とは、実際上重なり、判然と区別することが困難な場合も多く、また、いずれ
かに該当すれば足りるので、両者を厳密に区別する意味があるかという問題もある。」と
している。
不公正さを問題とする事案でも、あわせて、当該行為が市場の競争に与える影響
も認定されている。競争手段の不公正さの明示の有無によって、違法となる市
場の競争に与える影響の程度に関し差を設けることについて、合理的な説明を
行うことはできないと考えられ、市場の競争秩序への影響に関しては、自由競
争減殺効果という統一的な基準で違法性を認定することが適当と考えられる。
これらを踏まえると、競争手段の不公正さそれ自体を、単独で不公正な取引
方法の違法性基準（公正競争阻害性）として位置付けることは余り意味がない
と考えられ37）、意味があるとしてもその範囲は、非常に限定されると考えら
れる。
競争法の観点からは、競争手段の不公正さを指摘すること自体問題はないが、
競争手段の不公正さを明示的に論じる場合には、その不公正さの内容について
は当該行為の市場成果への影響を評価する際の一要素として位置付けることが
適当であり、当該行為が市場成果に及ぼす影響について明示的に説明を行う必
要と考えられる。
このような対応により、Ⅲ3⑴に記したように、2つの要素を併記し、それ
らをあわせて公正競争阻害性を認定するという問題もなくなると考えられる。
なお、以上は、競争手段の不公正さと自由競争減殺との関係であるが、自由
競争基盤の侵害との関係でも、同様に解することができると考えられる。
すなわち、優越的地位の濫用行為の規制において、規制対象となる濫用行為
と評価される行為は、取引の相手先の自由かつ自主的な判断による取引を阻害
する行為であり、これは、従来の解釈によれば、競争手段として不公正なもの
と評価できるものであり、自由競争基盤の侵害の公正競争阻害性についても、
競争手段の不公正さの観点からの公正競争阻害性を含む概念と評価し得る。
被抱き合わせ商品の市場への影響が少なく、不要品を抱き合わせるなど購入
者に不利益を与える抱き合わせ販売については、それが可能となる取引関係を
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37） 前記「日本食品による損害賠償請求上告事件」においても、能率競争に反する廉売行
為に対し、特段、競争手段として不公正なものであるとの評価・明示は行われていない。
踏まえれば、「競争手段の不公正さ」を根拠としなくても、優越的地位の濫用
行為としての規制することも可能と考えられる。
2　法運用の考え方
能率競争に反する競争手段の行使については、競争法の観点から、否定的に
評価しうるものであり、競争手段の不公正さを違法性基準とすることは、一般
的受け入れやすい面がある。
しかしながら、上記の問題点があり、また、競争法の世界において、違法性
基準として行為基準よりも効果基準が重視される状況の下では、競争手段の不
公正さを不公正な取引方法の単独の違法性基準と位置付けることについて再考
が必要になってきていると考えられる。
具体的には、競争手段の不公正さを根拠にした公正競争阻害性の認定、法運
用については、次のようにとらえていくことが適当と考えられる。
⑴　公正競争阻害性の独立の側面としての競争手段の不公正さについての限定
競争手段の不公正さについては、自由競争減殺や自由競争基盤の侵害の評価
にすでに含まれているものと解した場合、公正競争阻害性の解釈に当たっては、
自由競争減殺及び自由競争基盤の侵害の側面をより重視し、認定を行うことが
適当と考えられる。
従来、競争手段の不公正さの側面から公正競争阻害性を有する行為類型とさ
れる、取引強制（現一般指定10項）や競争者に対する取引妨害（現一般指定
14項）についても、通常、市場における有力な地位又は取引上の優越的な地
位にある事業者が行わなければ、取引強制や取引妨害も実効性を持たないと考
えられる。また、競争手段の不公正さについては、顧客の商品選択の自由を妨
げることが判断基準とされているところ、顧客の商品選択の自由が制限されて
いることは、競争者の観点からは、顧客との取引の機会が狭められていること
と評価できる。このように考えれば、基準の広範性・あいまい性という問題を
持つ競争手段の不公正さをことさら論じなくても、当該行為による自由競争減
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殺効果、自由競争基盤の侵害効果の有無を評価すれば、良いと考えられる。
この点からは、現一般指定10項の取引強制、現一般指定14項の運用に当た
っては、基本的には、他の一般指定の適用において、公正競争阻害性（自由競
争減殺）を認定する場合と同じ判断基準により、行為者及び競争者の市場にお
ける地位、行為の目的・内容、競争者の事業活動への影響、価格・品質等への
影響、市場の競争状況、新規参入の容易さ等の多様な証拠を基に、競争回避効
果、競争者排除効果を認定し、法適用を行うことが適当と考えられる。
現一般指定10項、現一般指定14項の適用において、競争手段の不公正さを
指摘すること自体問題はないが、それは、あくまでも自由競争減殺の有無を評
価・判断するための要素として位置付けるべきで、その理由づけを明らかにす
る必要があると考えられる。自由競争減殺効果の認定が困難な場合において、
単に、競争手段の不公正さを強調し、公正競争阻害性を認定することは適当で
ないと考えられる。
⑵　競争手段の不公正さの側面のみから、公正競争阻害性を評価できる場合
以上を踏まえると、公正競争阻害性については、自由競争減殺又は自由競争
基盤の侵害を中心に位置づけることが適当であり、競争手段の不公正さを公正
競争阻害性として規制するとする場合でも、規制対象となる行為を限定するこ
とが適当と考えられる。
競争手段の不公正さを単独の基準として、公正競争阻害性を認定し、規制す
べき分野としては、自由競争減殺や自由競争基盤の侵害に係る固有の要件（自
由競争減殺効果、行為者の取引上の優越的な地位）に該当しない場合で、かつ、
市場における競争への影響を認定できるものが考えられる。
具体的には、①行為自体が能率競争に反するものであるとともに、②市場に
おける地位にかかわらず実施できる行為で、かつ、波及性のある行為が考えら
れる。
例えば、自社の商品について虚偽の情報提供を行ったり、不当性のある利益
の提供による誘引行為（現一般指定8項、9項に該当する行為）が該当する。
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これらの行為は、行為者自身の取引上の優越性、市場における地位に関係せず、
すなわち、取引の強制や拘束を行うことなく、比較的容易に、顧客の商品選択
を誤らせるものであり、また、波及性があることにより、競争政策の観点から
介入することが正当化できる。
過去に、昭和28年一般指定11項、（現一般指定14項）の適用が行われた利
益提供による顧客奪取についても、同様に規制対象となり得る。
これらの行為については、前記のように景品表示法や他の法律（不正競争防
止法、特定商取引に関する法律、金融商品取引法等）により規制も可能であり、
また、対事業者向け取引においては、虚偽の情報提供等による顧客誘引効果は
小さく、規制の必要性は少ないとも考えられるが、競争法の観点から規制する
規定を有すること自体、問題ないと考えられる。
Ⅴ おわりに
競争手段として不公正な行為については、競争法上の観点から、問題性のあ
る行為と評価することについては、理解が得られやすく、法適用に際し、競争
手段の不公正さを指摘すること自体、特段問題はないと考えられる。
また、競争手段の不公正さに係る解釈は、法制定時からの規定や運用を前提
にしたもので、その歴史も長い。
しかしながら、競争手段の不公正さを根拠とする法運用については、本稿で
論じてきたような問題があると考えられるところであり、「競争手段の不公正
さ」を根拠に事業者の行為を規制することについて、今後、より慎重な法運用
を行う必要があると考えられる。
本稿の論点については、既に、脚注に記した文献等において、各論者が指摘
している事項である。本稿では、これらの見解を踏まえ、また、法運用の実態
を整理して、考え方をとりまとめたものである。
（やまだ・つとむ　筑波大学大学院ビジネス科学研究科企業法学専攻教授）
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